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〇本日お伝えしたいこと

 貸金業法の柔構造化と社会情勢の変化を踏まえた規制の見直し

貸金業法の柔構造化
 一律規制からリスクベースの規制への見直し
   「個人・法人の別、法人の規模等に応じて過剰貸付等のリスクが大きく異なることを

踏まえ、資金需要者の属性に応じた登録制度及び業者規制の見直し」

社会情勢変化を踏まえた規制の見直し
 デジタル化の進展への対応
「書面交付や貸付条件等の掲示など、物理的手段を前提とした規制について、デジ
タル化の進展を踏まえた見直し」

 業界内外の情勢の変化を踏まえた課題
「貸金業者数の減少など業界内外の情勢の変化を踏まえた見直し」
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Ⅰ．貸金業法の柔構造化について
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Ⅱ．貸金業における社会情勢の変化に伴う課題
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Ⅱ-② 業界内外の情勢の変化を踏まえた課題
 貸金業者数は2026年3月末1,430業者と2006年3月末比約90%減。行政処分件数は2024年度4件と2005年度比約99%減。
規制強化、業者のコンプライアンス意識向上、問題業者の淘汰等により、法令遵守や顧客保護を重視する業界構造に移行

 リスク等に応じた継続的モニタリング等による監督手法の高度化。eラーニングを活用した貸金業務取扱主任者研修による
法令等知識維持環境の整備

 2007年12月の協会設立時（4,063会員）を前提に構築された全国47支部体制は、会員の減少（2026年3月末現在1,005会
員）と行政手続きのデジタル化の進展等に伴う、財務局本局所在地に設置された拠点支部等への業務・人員の集約と他支
部職員の非常勤化により、無人支部を物理的に存置する必要性が大きく低下

項目 2006年頃（貸金業法改正時） 2026年現在 20年間の
変化 貸金業への影響

①貸金業者数 14,236(Ａ)(2006年3月末） 1,473(C)（2025年3月末）1,430(2026年3月末) 約90％減少 業界規模・構造が大きく変化

②行政処分
件数

業法改正前（2005年度）1,596件(B)
【参考：（B)/（A)＝11.2%】

2024年度 4件（D)
【参考：（D)/（C)＝0.3%】

約99%減少 規制強化、業者のコンプライアンス
意識向上、問題業者の淘汰等により
行政処分件数が大幅減少

③監督手法 【業法改正前】
事後チェック・違反摘発型
【業法改正後】
行政モニタリング・監督＋自主規制

・2018年「金融検査・監督の考え方と進め方」
公表。一律・機械的検証から、規模・特性・リス
クに応じた継続的モニタリングへ

・現在、オン・オフ一体、オフサイトモニタリング、
対話、自主的改善、重大問題時の行政処分

－

リスク等に応じた継続的モニタリン
グなど監督手法が高度化

④貸金業務
取扱主任者
研修

集合型研修が中心 主任者講習はeラーニング＋会場講習。eラーニング
は毎月開催、場所・時間を問わず受講可能
（令和6年度82.5%がeラーニング受講）

集合研修中
心からオン
ライン研修

貸金業務取扱主任者の法令等知識維
持が常時可能な環境

⑤協会員数 協会設立時（2007年12月）
4,063会員

1,005会員（2026年3月末）
47都道府県中30県が10会員未満

約75%減少 47支部の一律維持の前提となる会員
数が大きく変化

⑥支部数 ４７都道府県支部 現在も47支部。一方、拠点支部での業務対応（有人
12支部、無人35支部）

3/4が
無人化

都道府県ごとの物理的な支部配置と
支部機能の実態が乖離

【貸金業界内外の情勢の変化】

 法令遵守・顧客保護態勢等の定期的チェックのため、3年毎の更新が必要な貸金業・貸金業務取扱主任者登録について、問
題業者淘汰、法令遵守・顧客保護に係るモニタリング手法の高度化、貸金業務取扱主任者の法令等知識維持環境の整備状
況を踏まえた、宅建業等の更新期間（5年）との均衡、貸金業者・行政機関双方の事務負担軽減の必要性

 都道府県単位の支部設置義務により、行政機関や会員との連絡手段のデジタル化が進展した現在においても、業務量・地
域特性・デジタル化の進展状況等を踏まえた柔軟な支部配置が困難

【貸金業界内外の情勢の変化を踏まえた課題】
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Ⅲ．規制の見直しの方向性
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Ⅲ-① 貸金業法の柔構造化による見直し

①法人貸付(大企業)における契約関係書面の交付の免除

 契約実務に精通している大企業については、個人資金需要者と同等の規制による保護の必要性
は乏しいと考えられることから、契約締結前書面、契約締結時書面について省略可能とする

⇒借入れに係る契約事務負担の軽減、銀行等との規制水準の均衡により貸金業者からの資金調達
が検討の俎上に載りやすくなり、大企業の資金調達先拡大に寄与

②貸金業者が行う関係会社等への貸付に係る規制の適用除外

 貸金業登録をした場合であっても、関係会社等を対象とした貸付は、借入人保護の必要性が乏
しいことから、規制の適用除外とする

⇒グループ内での円滑な資金調達により、グループ全体の機動的なキャッシュマネジメントに寄与

13












